
Ｒ２　周南市

都 道 府 コード番号 　　 市 町 村 類 型 Ⅲ－2

ふりがな 種地

県　　名 市町村名 Ｉ－4

人口集中

地区人口

国  Ｈ27年 144,842 人 k㎡ 人 88,865人  区　分 第１次 第２次 第３次

 Ｈ22年 149,487 人 91,253人 就 27年

調  増加率 △3.1 ％ 656.29 221 90,860人 業 国調

住基  R3.1.1 140,998 人 人 22年

台帳  R2.1.1 142,482 人 (R2.10.1) 口 国調

　 区　　　　分 令和1年度 令和2年度 指 数 等 　指定団体等の指定状況

1 歳入総額  A 65,821,110 82,921,803  基準財政需要額 28,382,766 

2 歳出総額  B 63,556,558 80,975,609  基準財政収入額 22,547,654 

3 歳入歳出差引額(A-B)  C 2,264,552 1,946,194  標準税収入額等 28,949,391 　一部事務組合加入状況

4 翌年度繰越財源  D 243,071 149,497  標準財政規模 36,938,822 

5 実質収支      (C-D)  E 2,021,481 1,796,697 0.799(0.794)

6 単年度収支  F 368,805 △224,784  実質収支比率 4.9% 

7 積立金  G 1,454,009 1,948,068  公債費負担比率 17.3% 

8 繰上償還金  H 0 9,781  積立金現在高 8,476,824 実質赤字比率 -

9 積立金取崩し額  I 2,064,964 1,997,058  地方債現在高 86,255,747 
連 結 実 質
赤 字 比 率 -

10 実質単年度収支  J  収益事業収入額 1,300,000 
実 質 公 債
費 比 率 8.9

 (F+G+H-I) △242,150 △263,993  債務負担行為額 18,527,892 将来負担比率 87.9

法 普通会計か

　　事　業　名 適 らの繰入金 職員数 　　特　　別　　職　　等

 水道事業 有 477,490 545,707 59 人 改定実施 平均給料(報

公  病院事業 有 27,367 451,823 2 人 職    区分　（定数） 年 月 日 酬)月額(百円)

営  介護老人保健事業 有 △171 44,231 1 人 員  市長    　　　(１人) H27.4.1 9,700 

事  徳山モーターボート競走事業 有 16,664,919 0 19 人 の  副市長　 　　(１人) H27.4.1 7,900 

業  地方卸売市場事業 無 8,303 46,947 4 人 状  教育長　 　　(１人) H27.4.1 6,900 

の  国民宿舎 無 △55,048 0 0 人 況  議会議長　　(１人) H15.4.21 5,450 

状  下水道事業 有 86,820 1,431,173 45 人 H15.4.21 4,750 

況  農業集落排水事業 有 0 205,488 2 人 H16.4.1 4,450 

 漁業集落排水事業 有 0 8,303 0 人 

 駐車場事業 無 59,207 0 0 人 　　一　 般 　職 　員 　等

無 266,339 1,286,693 25 人 1人あたり平均

無 0 42,107 1 人 給料月額（百円）

 後期高齢者医療事業 無 66,150 538,812 6 人 1,169 人 3,212 

無 227,560 1,888,266 13 人 　 うち消防職員 206 人 3,114 

無 0 114 4 人    うち技能労務職員 19 人 3,563 

 宅地造成事業（決算統計区分） 無 0 0 0 人  教育公務員 22 人 2,922 

 合  計 1,191 人 3,207 

 財政調整基金 2,832,168 　物件等購入 4,064,019 土地開発基金

   積立金  減債基金 555,248 　保証・補償 0  現　在　高 0 

   現在高  特定目的基金 　その他 14,463,873 特定資金公共

 (12基金設置) 5,089,408 　実質的なもの 0 事業債現在高 0

注） ・基準財政需要額及び基準財政収入額は、錯誤前の額である。

・公営事業の状況は、一部事務組合、広域連合及び企業団に係るものを除く。

・職員数は地方公務員給与実態調査(R3.4.1現在)による。

・構成比は四捨五入によっているので、端数において計は合致しないものがある。

令和元年度交付税

種　地　区　分

令和2年度

決算状況

　　人　　　口 面　積 人口密度

 議会議員    (２８人)

352152

山 口 県

周　南　市

 議会副議長  (１人)

区　　　分

しゅうなんし

　　産　　業　　構　　造

  地方拠点都市地域
　過疎 ・ 辺地 ・ 山振
　離島 ・ 農振

42,243人 

2,335人 21,019人 42,857人 

20,002人 

 災害基金 ・ 自治会館管理

 老人福祉施設・生活保護施設

 ごみ処理 ・ し尿処理

 火葬場 ・ 常備消防

 後期高齢者医療 ・ 交通災害

2,043人 

 

    職員数
 
　 区分

　財政力指数(単年)
　※一本算定数値

債務負担

行為額・

支出予定

 介護保険事業(介護サービス事業勘定)

 一般職員

 国民健康保険事業（直診勘定）

収支額
（純損益又は
実質収支）

 国民健康保険事業（事業勘定）

 介護保険事業（保険事業勘定）

　　　市　町　村　名 　　　　　周　　南　　市 類　型 ＊＊単位を指定したもの以外は、千円で表示＊＊

歳 入  性　　　質　　　別　　　歳　　　出

　 　　区　　　　分 決 算 額 構成比(％) 経常一般財源 構成比(％) 経 常 一

 地方税 24,731,812 29.8 23,678,824 69.3 　区　　　　分 決 算 額 構成比(％) 税　　等 般 財 源

 地方譲与税 639,180 0.8 639,180 1.9  人　件　費 10,942,892 13.5 10,057,533 9,917,937 29.0 

 利子割交付金 35,397 35,397 0.1  うち職員給 6,910,699 8.5 6,539,796 - -

 配当割交付金 77,146 0.1 77,146 0.2  扶　助　費 11,721,239 14.5 3,257,345 3,174,791 9.3 

 株式等譲渡所得割交付金 87,370 0.1 87,370 0.3  公　債　費 8,272,553 10.2 7,965,959 7,957,914 23.3 

 分離課税所得割交付金 内  元利償還金 8,272,553 10.2 7,965,959 7,957,914 23.3 

3,094,518 3.7 3,094,518 9.1 訳  一時借入金利子

 ゴルフ場利用税交付金 47,448 0.1 47,448 0.1 （義務的経費計） 30,936,684 38.2 21,280,837 21,050,642 61.6 

 特別地方消費税交付金  物　件　費 9,242,166 11.4 6,743,622 5,829,533 17.1 

 軽油取引税・自動車取得税交付金  維持補修費 431,702 0.5 393,481 386,154 1.1 

 自動車環境性能割交付金 46,518 0.1 46,518 0.1  補助費等 21,063,139 26.0 6,094,054 4,089,737 12.0 

 法人事業税交付金 360,262 0.4 360,262 1.1 1,581,186 2.0 1,495,051 1,495,041 4.4 

 地方特例交付金 155,988 0.2 155,988 0.5  繰　出　金 5,555,075 6.9 4,401,609 4,093,944 12.0 

 地方交付税 6,633,979 8.0 5,820,612 17.0  積　立　金 3,505,258 4.3 3,403,200 

 　　普通 5,820,612 7.0 5,820,612 17.0  投資及び出資金・貸付金 1,549,096 1.9 746,902 

 　　特別 813,367 1.0  前年度繰上充用金  経常一般財源計

 　　震災復興特別  投資的経費 8,692,489 10.7 1,047,222 

　　 （ 小  計 ） 35,909,618 43.3 34,043,263 99.6 うち人件費 368,848 0.5 367,148 

20,130 20,130 0.1  普通建設事業費 8,329,278 10.3 876,239  経常収支比率

 分担金・負担金 178,705 0.2  補助事業費 3,990,189 4.9 88,350    103.7％

 使用料 863,980 1.0 58,402 0.2  単独事業費 3,895,829 4.8 778,085 

 手数料 140,793 0.2  そ  の  他 443,260 0.5 9,804 

 国庫支出金 24,880,544 30.0  災害復旧事業費 363,211 0.4 170,983    97.4％

 失業対策事業費  税等総額

 都道府県支出金 4,177,942 5.0  歳　出　合　計 80,975,609 100.0 44,110,927 

 財産収入 265,785 0.3 58,850 0.2 

 寄附金 107,124 0.1 

 繰入金 3,366,282 4.1 

 繰越金 2,264,552 2.7 

 諸収入 3,695,648 4.5 8,737 

 地方債 7,050,700 8.5 

50,700 0.1 

うち臨時財政対策債 2,168,000 2.6 

　　　歳　入　合　計 82,921,803 100.0 34,189,382 100.0 

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税  　目　　　　的　　　　別　　　　歳　　　　出

決 算 額 構成比(％) 増減率(％) 基準*100/75
Ｋのうち普通 Ｋの充当

 個人均等割 245,236 1.0 △0.1 決算額Ｋ 構成比(％) 建設事業費 一般財源等

 市町村  所得割 7,642,096 30.9 0.9 355,704 0.4 354,860 

 民　税  法人均等割 477,697 1.9 △2.7 24,381,389 30.1 1,022,491 8,276,340 

 法人税割 1,820,193 7.4 △46.3 20,172,581 24.9 292,715 10,267,919 

 固定資産税 12,115,496 49.0 △1.6 12,171,831 5,703,356 7.0 221,672 5,050,640 

12,022,245 48.6 △1.6 54,251 0.1 47,771 

 軽自動車税 416,262 1.7 5.7 400,141 1,507,732 1.9 593,951 950,962 

 市町村たばこ税 960,689 3.9 △2.2 1,009,257 2,234,003 2.8 7,229 1,375,439 

 鉱　産　税 5,949,855 7.3 2,920,982 2,999,250 

 特別土地保有税 3,551,538 4.4 1,272,583 2,294,229 

 　小　　　　計 23,677,669 95.7 △6.7 24,434,029 8,428,949 10.4 1,997,655 4,356,088 

 法定外普通税 363,211 0.4 170,983 

 旧法による税 8,273,040 10.2 7,966,446 

 目　的　税 1,054,143 4.3 △1.3 

 入湯税 1,155 △29.4 

内  事業所税

訳  都市計画税 1,052,988 4.3 △1.3 

 水利地益税等

 　合　　　　計 24,731,812 100.0 △6.5 24,434,029 　　　合　　　　計 80,975,609 100.0 8,329,278 44,110,927 

適　　用　　税　　率　　の　　状　　況 徴 　　　 区　　　分 現年課税分 滞納繰越分 合　　計

均等割 3,500円 50,000円 1.4% 収  　市　町　村　民　税 98.5% 28.4% 96.3% 

個人分 標準税率 3,000,000円 0.2% 率  　純 固 定 資 産 税 97.4% 15.7% 95.2% 

 民　税 適　　用 法人税割 8.4% (％)      市  税　合　計 98.0% 21.9% 95.9% 

経常収支比
率（％）

除く臨財債・減収
補てん債

一部事務組合負担金

純固定資産税

 都市計画税
均等割

　 　　区　　　　分

法人分
所得割

 市町村

うち純固定資産税

2,628,024 

前 年 度 繰 上 充 用 金

8,224,776 

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

商 工 費

土 木 費

35,450,010千円

議 会 費

総 務 費

民 生 費

減収補てん債及び臨時財
政対策債を経常一般財
源に加えた経常収支比率

 超過課税分
　　　区　　　　分

416,265 

Ⅲ－2

消 防 費

教 育 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

416,265 

416,265 

特 別 区 調 整 納 付 金

 国有提供施設等助成交付金

うち減収補てん債特例分

 経常経費充当一般財源計

46,057,121千円

内
　
　
訳

34,189,382千円

  注）普通建設事業費の「その他」は、国直轄事業負担金及び県営事業負担金の合計である。

 交通安全特別対策交付金

 地方消費税交付金

H22

H17

H27


